
（単位：千円）

電話番号

メールアドレス
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計 724,194 719,575 424,323 215,565 79,687 4,619 0

1 単 － 通常交付金
申告相談受付
コールセン
ター設置事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 4,181 4,181 4,181 0

①確定申告時、申告相談会場における相談来場者の密集や不特定
多数の市民の接触を避け、新型コロナウイルス感染症拡大の防止を
図るため、申告相談を完全予約制とし、申告相談受付コールセンター
を設置する。
②役務費、委託料、使用料及び賃借料
③申告相談受付コールセンター委託料　3,850千円
　申告相談受付コールセンター電話料　200千円
　申告相談受付コールセンター機器設置委託料　48千円
　申告相談受付システム使用料　83千円
④市役所

－ － － － R5.1 R5.3 コールセンターの設置1か所 HP,広報紙 R4当初（地）

2 単 － 通常交付金

新型コロナウ
イルスワクチン
接種福祉タク
シー利用料金
助成

○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 198 198 198 0

①交通弱者となる重度心身障害者が新型コロナウイルスワクチン接
種会場への往復に要するタクシー料金の一部を助成し、円滑なワクチ
ン接種を進めることができることを目的とする。
②扶助費、印刷製本費
③タクシー助成費用740円（初乗り運賃）×193件＝143千円
タクシー券印刷製本費　55,000円
④心身障害者福祉タクシー利用料金助成要綱における受給者、タク
シー事業者

－ － － － R4.4 R5.3 タクシー利用助成利用者数96人 HP,広報紙 R4当初（地）

3 単 － 通常交付金
小中学生の給
食費免除

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 19,230 19,230 19,230 0

①新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため小中学校が臨時休
業で停止となった給食費分を食費の負担が増えた家庭に対する経済
的支援を目的として学校給食費の免除を行います。
②学校給食費の免除の係る費用
③小学生分3,800円（月額）×3,150人＝11,970,000円
　中学生分4,400円（月額）×1,650人＝7,260千円
④市立小中学校の児童生徒の保護者

－ － － － R4.4 R5.3 給食費免除対象小学生3,150人分、
中学生1,650人分

HP,広報紙 R4補正（地）

4 単 － 通常交付金

令和５年石岡
市成人式抗原
検査キット購
入事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 2,805 2,805 2,805 0

①令和５年１月開催の成人式参加者全員に抗原検査を実施すること
で、式典を開催し、安心して新成人が参加できるよう、成人式の開催
に向けた新型コロナウイルス感染症対策を図る。
②消耗品費
③抗原検査キット850個×3,000円×1.1＝2,805千円
④成人式参加者

－ － － － R4.11 R5.3 抗原検査キット850個 HP,広報紙 R4当初（地）

5 単 － 通常交付金

指定管理施設
新型コロナウ
イルス感染症
対策支援事業

○
③-Ⅱ-１．安全・安心

を確保した社会経済活
動の再開

○ － 4,149 4,149 4,149 0

①オゾン発生装置付き空気清浄機の購入により、指定管理施設の事
務室等における新型コロナウイルス感染症予防対策を図る。
②備品購入費
③９施設×461千円＝4,149千円
④いばらきフラワーパーク、ふれあいの森、農産物直売所、常陸風土
記の丘、つくばねオートキャンプ場、朝日里山学校、ゆりの郷、観光案
内所、まち蔵藍

－ － － － R4.5 R5.3 オゾン発生装置付き空気清浄機9個 HP、広報紙 R4補正（地）

6 単 － 通常交付金
キャッシュレス
決済ポイント付
与事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 73,016 73,016 73,016 0

①新型コロナウイルス感染症が拡大が懸念されるなか、キャッシュレ
ス社会の構築を継続的に促進し、市内における消費喚起と地域経済
の活性化を図るため、キャッシュレス決済利用者に対し、市独自のプレ
ミアムポイントを付与する。
②委託料
③キャンペーン期間（予定）R4.11～R4.12、ポイント付与率30％、付与
上限2,000円/回、10,000円/月
ポイント付与額34,000,000円×2か月＝68,000,000円A
ポスター店舗用530件×980円×1.1＝571,340円B
手数料：固定費（1,000,000円×1.1）+ポイント付与額の3％（1,020,000
円×1.1）＝2,222,000円（1か月分）
2,222,000円×2か月＝4,444,000円C
A+B+C＝73,016千円
④市民

－ － － － R4.5 R5.3 登録店舗のうち利用店舗数300件 HP、広報紙 R4補正（地）

7 単 － 通常交付金
買い物支援実
証事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 2,000 2,000 2,000 0

①移動スーパー事業を実施することで、新型コロナウイルス感染症の
感染拡大の影響を受けた地域経済を支援する。外出自粛の状況のな
か、既存商業施設以外での買い物機会を提供することで、建物内での
密をさけ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の抑制につなげる。
②委託料
③実施日：月～金の週５日、
収益想定2,366千円（荒利率26％）A
経費4,366千円（初期投資、減価償却費、人件費、燃料費、保険料、備
品、本部経費　等）B
委託料（営業利益　A-B＝△2,000千円）
④買い物支援事業者

－ － － － R4.4 R5.3 R4.10からの事業実施日数130日 HP、広報紙 R4当初（地）

8 単 － 通常交付金
Web口座振替
受付サービス
導入事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 4,020 4,020 4,020 0

①行政手続き上での接触機会を低減し、新型コロナウイルス感染症
の感染予防対策につなげるため、市税等の納付にかかる口座振替申
込手続きをインターネットからいつでも手続きできるシステムを導入す
る。
②システム導入初期経費
③センター設備設定費550千円、受付サイト環境設定費1,100千円、科
目数追加費用660千円、金融機関初期設定契約費1,375千円、帳票設
定330千円、ID追加費5千円
④口座振替申請者

－ － － － R4.5 R5.3 対象科目18科目 HP、広報紙 R4補正（地）

9 単 － 通常交付金
地場産物学校
給食活用事業

○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 12,066 12,066 12,066

①新型コロナウイルス感染症に伴う地場産食材の需要の減少により、
売上が減少している生産者、関係事業者に対し、学校給食において
地場産食材（有機野菜等）の積極的な活用により生産者及び関係事
業者を支援する。
②賄材料費
③にんじん　10,800㎏×145円/㎏＝1,566,000円
　大根　　　　 2,200㎏×　65円/㎏＝　143,000円
　きゅうり　　 1,350㎏×100円/㎏＝　135,000円
　ねぎ　　　 　3,100㎏×100円/㎏＝　310,000円
　小松菜　　　3,400㎏×100円/㎏＝　340,000円
　レタス　　　　　600㎏×120円/㎏＝　  72,000円
　茨城県産和牛500㎏×9,500円/㎏×2回＝9,500,000円
④生産者、関係事業者

－ － － － R4.5 R5.3 地場産品活用給食の実施24校 HP,広報紙 R4補正（地）

10 単 － 通常交付金

福祉施設新型
コロナウイルス
感染症対策事
業

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 180 180 180 0

①入館前に体温を計測し、体調に問題がないか確認を行う。非接触で
検温を行うことができるので、新型コロナウイルス感染予防対策にな
る。
②備品購入費
③検温機能付き顔認証リーダー１台　180,000円
④ふれあいの里石岡ひまわりの館

－ － － － R4.5 R5.3 検温機能付き顔認証リーダー１台 HP,広報紙 R4補正（地）

11 単 － 通常交付金

小中学校教職
員に対する
PCR検査及び
抗原検査費用

○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 2,275 2,275 2,275 0

①教職員が新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者となった場合や
感染の恐れがある第三者と接触した場合などにPCR検査や抗原検査
を実施する際の費用を負担することで、エッセンシャルワーカーである
教職員の早期の職場復帰を促進する。
②
③PCR検査費用15,000円（(税込)×月10回×12か月＝1,800,000円
　抗原検査キット購入費1,800円×1.1×月20回×12か月＝475,200円
④市内小中学校教職員

－ － － － R4.5 R5.3 抗原検査キット240個 HP R4補正（地）

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

都道府県名 茨城県 0299-23-7277 通常分
既配分額（国のR3予算）

366,249 交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

292,422

3,987

都道府県・市町村コード（５桁） 08205

交付対象経費

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④） 424,323 重点交付金分
既配分額（国のR4予算）

0 交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                                                           

地方公共団体名 石岡市 kikaku@city.ishioka.lg.jp 通常分
既配分額（国のR4予算）

209,521 交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤） 215,565 重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算）

79,687                                                                                       交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

209,521                                                                                                                  

交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

69,840                                                                                                                   

担当者氏名 国庫補助事業費 4,659 通常分　今回配分予定額
（国のR4予算）

-                                                                                               小計　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

366,249                                                                                                                  

担当部局課名 市長公室政策企画課 地方単独事業費 419,664 通常分　今回配分予定額
（国のR3予算）

-                                                                                               

国庫補助事業費 0 通常分　配分予定額計
（国のR4予算）

209,521                                                                                      

地方単独事業費 215,565 通常分　配分予定額計
（国のR3予算）

366,249                                                                                      交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

181,130                                                                                                                  

地方単独事業費 79,687 配分予定額計 655,457                                                                                      

移替先 総務省

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥） 79,687 重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算）

79,687                                                                                       

交付限度額計 756,900                                                                                                                  
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参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
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個人を対象
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金等
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事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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に充当

特定事業者
等支援

個人を対象
とした給付

金等
基金

Ｄ

12 単 － 通常交付金
修学旅行等
キャンセル料
助成事業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 1,403 1,403 1,403 0

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響による修学旅行等の中
止、延期等に伴い発生したキャンセル料を助成し、保護者の経済的負
担軽減を図る。
②補助金
③石岡中学校　3,369円×178名＝599,682円
　 府中中学校　3,456円×131名＝452,736円
　 国府中学校　3,542円×  39名＝138,138円
　 園部中学校　3,528円×  60名＝211,680円
④生徒の保護者

－ － － － R4.4 R5.3 キャンセル料408人分 HP、広報紙 R4補正（地）

13 単 － 通常交付金
中小企業等事
業復活給付金

○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 45,000 45,000 45,000 0

①新型コロナウイルス感染症が長期化するなか、国の事業復活支援
金の給付を受けた事業者に対し、再起の糧となるよう事業全般に使え
る資金を上乗せし、売上高の急減に直面する事業者の事業継続を下
支えするために支援を強化する。
②交付金
③中小企業等の事業継続に係る給付金
法人100件×200千円＝20,000千円
個人250件×100千円＝25,000千円
④中小企業等の法人・個人

－ － － － R4.5 R5.3 給付金給付件数：法人100件、個人
250件

HP、広報紙 R4補正（地）

14 単 － 通常交付金
消防救急業務
における防疫
体制の確保

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 972 972 972 0

①新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するための防疫
等作業手当を支給し、業務体制の確保を図る。
②特殊勤務手当（防疫手当）
③
新型コロナウイルス感染症から市民の生命及び健康を保護するため
に緊急に行われた措置に係る作業に従事したとき
3,000円×1件（月）×3名×12か月＝108,000円
新型コロナウイルス感染症の陽性患者または疑いのある者の身体に
接触して行う作業に従事したとき
4,000円×6件（月）×3名×12か月＝864,000円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3

防疫手当
新型コロナウイルス感染症から市民
の生命及び健康を保護するために緊
急に行われた措置に係る作業に従
事：36名

新型コロナウイルス感染症の陽性患
者または疑いのある者の身体に接触
して行う作業に従事：216名

HP、広報紙 R4当初（地）

15 単 － 通常交付金
公園施設トイレ
改修事業

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 7,880 7,880 7,880 0

①市民が利用する公園等のトイレにおいて、水を流す際に発生する飛
沫による新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減するため、和
式トイレを洋式化する。
②和式便器の改修費用
③国府公園　4台　1,400千円
　せせらぎパーク　3台　1,100千円
　柏原池公園第１駐車場　3台　1,118千円
　柏原池公園第３駐車場　3台　　 764千円
　南台駅前広場　3台　1,595千円
　石岡駅東口交通広場　3台　1,145千円
　出し山農村公園　1台　379千円
　井関農村公園　1台　379千円
④市内8施設

－ － － － R4.5 R5.3 トイレ改修21台 HP、広報紙 R4補正（地）

16 単 ○ 通常交付金
公共交通事業
者支援給付金

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 11,350 11,350 11,350 0 0

①新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響により経営状況が悪化
しているなか、更に原油価格・物価高騰により厳しい経営環境となって
いる公共交通事業者に対し、日常的な移動手段を安定的に確保する
ため、支援金を給付するもの。
②給付金
③路線バス・貸切バス・タクシー事業者　基本金：100千円
車両１台当たり　バス：150千円、タクシー50千円、代行30千円
事業者8社×100千円＝800千円
バス41台（路線29・貸切12）×150千円＝6,150千円
タクシー67台×50千円＝3,350千円
代行35台×30千円＝1,050千円
④対象事業者14社

－ － － － R4.5 R5.3 支援金対象事業者14社 HP、広報紙 R4補正（地）

17 補 － 通常交付金
学校保健特別
対策事業費補
助金

文部
科学
省

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 6,731 3,370 3,370 3,361 0

（学校等における感染症対策等支援事業）
①市内小中学校における新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ための児童生徒用保健衛生用品の配備
②保健衛生用品購入
③ディスポ遮眼子847円×142セット＝120,274円
　ディスポ手袋3,118円×471セット＝1,468,578円
　学校消毒用アルコール11,000円×4箱×24校＝1,056,000円
　抗原検査キット2,378円×8箱×24校＝456,576円
　子ども用マスク880円×10セット＝8,800円
　手指消毒用アルコール2,545円×4,511本＝11,480,495円
　　 計14,590,723円
　国庫補助対象額6,731,000円
　国庫補助額3,361,000円、市負担額3,370,000円
④市内小中学校24校

－ － － － R4.4 R5.3 配備対象校24校 HP、広報紙 R3補正（国）

18 補 － 通常交付金
学校保健特別
対策事業費補
助金

文部
科学
省

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 2,547 1,289 1,289 1,258 0

（学校等における感染症対策等支援事業）
①新型コロナウイルス感染症の影響による学校の臨時休業等の期間
中も切れ目ない学習環境を提供するため、学校側の通信環境を整備
するため、小中学校の普通教室・特別支援教室にWEBカメラを購入・
設置する。
②備品購入費
③小学校177台×10,650円＝1,886千円
　 中学校  62台×10,650円＝　661千円
国庫補助額1,258,000円
④小中学校24校

－ － － － R4.4 R5.3 WEBカメラ配備数239台 HP、広報紙 R3補正（国）

19 単 － 通常交付金
市民向け抗原
検査キット配布
事業

○

③-Ⅰ-２．ワクチン接
種の促進、検査の環
境整備、治療薬の確

保

○ － 37,794 37,794 37,794 0

①県の無料検査の対象外や薬局等へ行くのが困難な市民を対象に、
少しでも体調が悪い場合には気軽に検査ができるよう、抗原簡易キッ
トを積極的に活用し、新型コロナウイルス感染症の陽性者の早期発
見、通勤通学を控える等の行動変容、医療機化への受診の促進を図
り、感染拡大防止につなげる。
②委託料、消耗品費
③PCR検査委託　11,500円×1,800人＝20,700千円
抗原検査委託　6,000円×2,160人＝12,960千円
抗原検査キット購入24,200円×141箱（10セット入）＝3,413千円
消耗品　97千円
郵便料レターパック520円×1,200個＝624千円
④市民

－ － － － R4.5 R5.3 抗原検査キット1,410個 HP、広報紙 R4補正（地）

20 単 － 通常交付金

図書館新型コ
ロナウイルス
感染症対策事
業

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 360 360 360 0

①不特定多数の市民が利用する図書館の入館時に検温をし、体調に
問題ないか確認し、館内での新型コロナウイルス感染症の感染を防
止するため。
②備品購入費
③検温機能付き顔認証リーダー2台×180千円
④中央図書館、こども図書館

－ － － － R4.5 R5.3 検温機能付き顔認証リーダー2台 HP、広報紙 R4補正（地）

21 単 － 通常交付金
小中学校の保
健衛生用品購
入事業

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 7,862 7,862 7,862 0

①市内小中学校における新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の
ための児童生徒用保健衛生用品の配備
②保健衛生用品購入
③ディスポ遮眼子847円×142セット＝121千円
　ディスポ手袋3,118円×471セット＝1,469千円
　学校消毒用アルコール11,000円×4箱×24校＝1,056千円
　抗原検査キット2,378円×8箱×24校＝457千円
　子ども用マスク880円×10セット＝9千円
　手指消毒用アルコール2,545円×4,511本＝11,481千円
　　 計14,593千円
　国庫補助対象額6,731千円
　国庫補助対象額超過分7,862千円
④市内小中学校24校

－ － － － R4.4 R5.3 配備対象校24校 HPHP、広報紙
学校等における感染症
対策等支援事業、文部
科学省

R4当初（地）

22 単 － 通常交付金

新型コロナウ
イルス感染症
拡大防止の敬
老会事業

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 19,222 19,222 19,222 0

①例年各地区で開催していた高齢者の集い（敬老会）を新型コロナウ
イルス感染拡大防止のため開催せず、開催時に参加者へ渡していた
記念品を市内協賛店舗で使えるプラチナ応援券（1,000円商品券）に
変えて、75歳以上の対象者に郵送する。
②印刷製本費、郵便料、敬老会事業委託料
③プラチナ応援券印刷13,000枚×20.9円×1.1＝298,870円
郵送用封筒印刷 14,000通×5.3円×1.1＝81,620円
郵便料12,297人×（84円+320円）＝4,967,988円
敬老会事業委託料13,873,000円
④75歳以上の敬老会事業対象者

－ － － － R4.6 R5.3 プラチナ応援券の利用件数：
敬老会事業対象者12,297人

HP R4補正（地）

23 単 － 通常交付金
統一QRコード
決済導入促進
奨励金

○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 15,000 15,000 15,000 0

①新型コロナウイルス感染症の拡大が懸念される中、接触機会が減
少するキャッシュレス社会の構築を継続的に促進するため、市内
キャッシュレス登録店舗に統一QPコードの規格「JPQR」の導入を推進
し、市内における消費喚起と地域経済の活性化を図ることを目的とす
る。
②奨励金
③市内キャッシュレス決済登録店舗の導入見込数　300件
奨励金1件 50千円　300件×50千円＝15,000千円
④市内キャッシュレス決済登録店舗

－ － － － R4.7 R5.3 JPQR導入店舗数300件 広報紙、HP R4補正（地）
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24 単 － 通常交付金
デジタル商品
券発行実証事
業

○
③-Ⅰ-５．生活・暮らし

への支援
○ － 61,199 61,199 61,199

①買い物の際の接触機会を減らすことで、新型コロナウイルス感染症
の感染リスクを減らすキャッシュレス決済のスマートフォンアプリを導入
し、デジタル商品券を販売する。商品券はアプリを介してマイナンバー
カードを持つ市民が購入・利用できるもので、商品券の使用を市内事
業者に限定することで、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響
で落ち込んだ市内地域経済の活性化を図る。
②委託料、郵送料、消耗品費
③商品券販売額5,000円/人、プレミアム率40%2,000円付与、販売想定
人数21,500人
プレミアム分付与（40％）21,500人×2,000円＝43,000,000円
デジタル商品券発行分システム使用料5,380,375円、決済手数料
1,596,375円、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ認証連携構築3,300,000円
マイナンバーカード認証連携初期設定費用330,000円、システム利用
料330,000円、ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ認証利用料3,547,500円
チラシ、ポスター、ウェブサイト制作、コールセンター費用等その他経
費3,547,500円
・POP郵送料140円×500件（キャッシュレス対応店舗数）70千円
・チラシ市報折込委託料　47千円
・消耗品費50千円
合計61,198,750円
④マイナンバーカードを所有し、スマートフォンを持つ市民

－ － － － R4.6 R5.3 マイナンバーカード申請率の向上、
現状値46％から60％へ引き上げる。

HP R4補正（地）

25 単 － 通常交付金
中央公民館和
式トイレ改修事
業

○
③-Ⅰ-３．感染防止策

の徹底
○ － 2,376 2,376 2,376

①新型コロナウイルス感染症の感染リスクが高いとされるトイレ利用
時において、水を流す際に発生する飛沫による新型コロナウイルスの
感染リスクを低減するため、不特定多数の市民が利用する中央公民
館に設置されている和式トイレを洋式化する。
②和式便器の改修費用
③396千円×６台＝2,376千円
④中央公民館

－ － － － R4.9 R5.3 和式便器改修６台 HP R4補正（地）

26 単 － 通常交付金
石岡市観光需
要回復事業

○
③-Ⅰ-４．事業者への

支援
○ － 8,398 8,398 8,398 0

①コロナ禍で落ち込んだ観光需要の回復するため、10月～12月に市
の玄関口であるJR石岡駅構内に装飾を施し、来訪者へ豊かな観光資
源をPRする。装飾には需要の落ち込んでいる地元の生花や植物、素
材を使用し、地域経済の循環にも寄与する。
併せて本市の観光として、新しいライフスタイルとなるワーケーションを
取り入れるため、、旅行業者向けJR石岡駅発着のワーケーションモニ
ターツアーを実施し、今後のツアー企画の造成を目指す。
②委託料
③石岡駅改札口内の装飾に係る経費　4,950千円、石岡駅構内周辺
の装飾に係る経費　1,100千円、モニターツアー催行に係る経費1,000
千円、アンケート調査・調査後の企画立案にかかる経費750千円、管
理費等378千円、備品レンタル220千円
④委託事業者

－ － － － R4.10 R5.3 次年度以降のワーケーション企画の
造成：1件

HP R4補正（地）

27 単 ○ 通常交付金
中小企業等事
業復活給付金
（追加分）

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 88,700 88,700 0 88,700 0

①新型コロナウイルス感染症の影響により国の復活事業支援金を受
給した事業者に対し、物価高騰等の影響を受けて更に厳しい経営環
境にあることから給付金を上乗せで給付することにより事業継続の支
援を行う。
②交付金
③法人269件×200千円＝53,800千円
　個人349件×100千円＝34,900千円
④中小企業等の法人・個人

－ － － － R4.10 R5.3 給付件数：法人269件、個人349件 HP、広報紙
事業復活支援金（経済
産業省）

R4補正（地）

28 単 ○ 通常交付金
小中学校の学
校給食費免除

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 58,920 58,920 58,920 0

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び物価高騰等の影響を受
ける子育て世帯の負担を軽減するため、３か月分の学校給食費の減
免を行う。
②学校給食費の免除に係る費用
③小学生分3,800円（月額）×3,200人＝12,160千円
　 中学生分4,400円（月額）×1,700人＝7,480千円
　 19,640千円（ひと月あたり）×3か月＝58,920千円
④市内小中学校の児童生徒の保護者（教職員は除く）

－ － － － R4.9 R5.3 給食費免除対象小学生3,200人分、
中学生1,700人分

HP、広報紙 R4補正（地）

29 単 ○ 通常交付金
子育て世帯生
活支援給付金
給付事業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 57,800 57,800 0 57,800 0

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、食費等の物
価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対し、国からの児童一人
あたり５万円を支給する「子育て世帯生活支援特別給付金」に５万円
を上乗せすることで、低所得のひとり親世帯への生活支援を行う。
②給付金
③1,156人×50千円＝57,800千円
④児童扶養手当受給者等（低所得のひとり親）

－ － ○ － R4.6 R5.3 給付対象者1,156人 HP、広報紙

低所得の子育て世帯に
対する子育て世帯生活
支援特別給付金（厚生
労働省）

R4補正（地）

30 単 ○ 通常交付金

低所得ふたり
親世帯生活支
援給付金給付
事業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 43,500 43,500 0 43,500 0

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、食費等の物
価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対し、国からの児童一人
あたり５万円を支給する「子育て世帯生活支援特別給付金」に５万円
を上乗せすることで、低所得の子育て世帯への生活支援を行う。
②給付金
③870人×50千円＝43,500千円
④児童扶養手当受給者等以外のR4年度住民税均等割非課税の子育
て世帯

－ － ○ － R4.6 R5.3 給付対象者870人 HP,広報紙

低所得の子育て世帯に
対する子育て世帯生活
支援特別給付金（厚生
労働省）

R4補正（地）

31 単 ○ 通常交付金

物価高騰等に
伴う学校給食
の賄材料費負
担

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 17,808 17,808 17,808 0 0

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化し、原油価格・物価
高騰等により学校給食の賄材料費が高騰するなか、現在提供してい
る給食と変わらない質と量の給食を維持するためには、賄材料費予算
を増額することが必要となる。当該増額にあたり、保護者が負担する
給食費の金額に変更が生じないよう物価高騰相当分を市が負担す
る。
②賄材料費
③R4年度賄材料費の10％増と見込んだ物価高騰相当分
R4当初予算計上額279,832,000円×10％＝27,983,200円
ひと月あたりの増額分27,983,200円÷11か月＝2,544,000円
2,544,000円（高騰分）×7か月分（9月～3月分）＝17,808千円
④市内小中学校の児童生徒の保護者（教職員は除く）

－ － － － R4.9 R5.3
給食費の金額を現状維持する。
小学生分3,800円
中学生分4,400円

HP,広報紙 R4補正（地）

32 単 ○ 通常交付金
石岡市農業用
燃料高騰対策
応援給付金

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○ － 25,565 25,565 0 25,565 0

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化するなか、原油価
格高騰により、農業に必要な燃料費高騰の影響を受けている認定農
業者に対し給付金を支給し、農業者の負担軽減を図る。
②給付金
③認定農業者255経営体×100千円＝25,500千円
　郵便代255経営体×84円×通知3回分＝65千円
④認定農業者

－ － － － R4.9 R5.3 給付対象：認定農業者255件 HP,広報紙 R4補正（地）

33 単 ○ 重点交付金

特定教育・保
育施設等価格
高騰対策支援
交付金

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、公衆浴
場等に対する物
価高騰対策支援

18,090 18,090 18,090 0

①市内の保育施設に対し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が
長期化し、物価高騰により増加した食材費や光熱費の高騰相当分に
ついて支援を行います。
②交付金、需用費、役務費、職員手当
③給食費支援分　11,484,000円
550円×児童数1,740人（9/1時点）×12か月分＝11,484,000円
保育所（9施設）800人、認定こども園（7施設）820人、小規模保育事業
（1施設）20人、認可外保育施設（7施設）100人
・光熱費支援分（電気代、ガス代及び灯油代）
<内訳>　100人以上保育所（7施設）×400,000円＝2,800,000円
　　　　　　 70人以上保育所（6施設）×300,000円＝1,800,000円
　　　　　　 69人以下保育所（3施設）×200,000円＝600,000円
小規模保育事業（1施設）×100,000円＝100,000円
認可外保育施設（7施設）×100,000円＝700,000円
地域子育て支援拠点事業（7施設）×50,000円＝350,000円
・文具用紙代　3,000円、印刷機器用品費　12,000円
・振込手数料　31施設×110円＝3,410円≒4,000円
・郵便料　31施設×84円×2回＝5,200円≒6,000円
・時間外勤務手当　単価1,921円×3人×2ｈ×20日＝231,000円
④市内特定教育・保育施設（公立施設は除く）

－ － － － R4.11 R5.3
支援対象：保育所入所児童1,740人
特定教育・保育施設31施設 HP、広報紙 R4補正（地）

34 単 ○ 重点交付金
医療機関価格
高騰対策支援
交付金

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、公衆浴
場等に対する物
価高騰対策支援

14,778 14,778 14,778

①市内の医療機関に対し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が
長期化し、物価高騰により増加した光熱費の高騰相当分について支
援を行います。
②交付金、需用費、役務費、職員手当
③交付金　合計14,500,000円
　〔内訳〕
　病院（100床以上）：1,000,000円×５施設＝5,000,000円
　病院（100床未満）：500,000円×４施設＝2,000,000円
　有床診療所（10床以上）：200,000円×４施設＝800,000円
　有床診療所（10床未満）・無床診療所・歯科診療所・助産所：100,000
円×67施設＝6,700,000円
　文具用紙代　3,000円
　郵便料13,440円（84円×80通×２回）
　振込手数料 8,360円（110円×76件※）※１法人５施設のため
　時間外勤務手当　2,105円×3人×2時間×20日間＝252,600円
④市内医療機関（公立病院は除く）

－ － － － R4.11 R5.3 支援対象：医療機関80施設 HP,広報紙 R4補正（地）
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35 単 ○ 重点交付金
障害者福祉施
設価格高騰対
策支援交付金

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、公衆浴
場等に対する物
価高騰対策支援

7,319 7,319 7,319

①市内の障害者福祉施設に対し、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大が長期化し、物価高騰により増加した光熱費の高騰相当分につ
いて支援を行います。
②交付金、需用費、役務費、職員手当
③交付金　7,050,000円
　　＜内訳＞
入所系施設　30人以上　300,000円 × 5件 ＝ 1,500,000円
入所系施設　15人～29人　250,000円 × 2件 ＝ 500,000円
入所系施設　14人以下　100,000円 × 22件 ＝ 2,200,000円
通所系施設　30人以上　200,000円 × 2件 ＝ 400,000円
通所系施設　15人～29人　150,000円 × 7件 ＝ 1,050,000円
通所系施設　14人以下　100,000円 × 13件 ＝ 1,300,000円
訪問系事業所　100,000円 × 1件 ＝ 100,000円
　文具用紙代　3,000円
　郵便料84円×110件＝9,240円
　振込手数料110円×55件＝6,050円
　時間外勤務手当2,076円×120ｈ(40ｈ×3人）＝250,000円
④市内障害者福祉施設（公立施設は除く）

－ － － － R4.11 R5.3 支援対象：障害者福祉施設52施設 HP,広報紙 R4補正（地）

36 単 ○ 重点交付金

高齢者福祉施
設等価格高騰
対策支援交付
金

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑤医療・介護・保
育施設、公衆浴
場等に対する物
価高騰対策支援

26,064 26,064 26,064

①市内の高齢者福祉施設に対し、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大が長期化し、物価高騰により増加した光熱費の高騰相当分につ
いて支援を行います。
②交付金、需用費、役務費、職員手当
③交付金　　25,600,000円 　129施設
〈内訳〉
〇特養（9施設）、老健（5施設）600,000円×14施設＝8,400,000円
〇ケアハウス50床以上（3施設）、有料老人ホーム50床以上（4施設）
300,000円×7施設＝2,100,000円
〇小規模多機能（7施設）、グループホーム（9施設）、通所・地域密着
型通所30床以上（3施設）、通所リハ（7施設）、期入所生活介護20床以
上（1施設）、ケアハウス50床未満（1施設）、有料老人ホーム50床未満
（2施設）200,000円×30施設＝6,000,000円
〇通所・認知症型通所30床未満（26施設）×150,000円＝3,900,000円
〇訪問介護（14施設）、訪問リハ（2施設）、訪問看護（6施設）、短期入
所生活介護20床未満（8施設）、居宅介護支援（22施設）100,000円×
52施設＝5,200,000円
　　文具用紙代　3,000円
　　振込手数料　129施設×110円＝14,190円≒15,000円
　　郵便料　129施設×84円×2回＝21,672円≒22,000円
　　時間外勤務手当　単価2,120円×5人×20日×2時間≒424,000円
④市内高齢者福祉施設（公立施設は除く）

－ － － － R4.11 R5.3 支援対象：高齢者福祉施設129施設 HP,広報紙 R4補正（地）

37 単 ○ 重点交付金
石岡市粗飼料
価格高騰対策
事業支援金

○
④-Ⅱ．エネルギー・原
材料・食料等安定供給

対策
○

⑥農林水産業に
おける物価高騰

対策支援
5,016 5,016 5,016

①コロナ禍における粗飼料価格高騰の影響を受け、経営の負担となっ
ている牛飼養者（乳用牛及び肉用牛）に対し、給付金を給付します。こ
れにより、価格高騰影響を受ける畜産農家（牛）について、経営の安
定を図ることを目的とします。
②交付金、役務費
③・応援給付金：乳用牛飼養頭数（815頭）×5,000円/1頭＝4,075,000
円
・応援給付金：肉用牛飼養頭数（929頭）×1,000円/1頭＝929,000円
・郵便料：35農家（乳用22農家・肉用13農家）×120円×2回＝8,400円
・郵便料：35農家（乳用22農家・肉用13農家）×84円×1回＝2,940円
④市内乳用牛・肉用牛飼養者

－ － － － R4.11 R5.3 支援対象：牛飼養農家35件 HP,広報紙 R4補正（地）

38 単 ○ 重点交付金
公共交通事業
者支燃料高騰
対策支援金

○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑧地域公共交通
や地域観光業等
に対する支援

7,085 7,085 7,085

①コロナ禍で利用者が減少している状況化で、燃料価格の高騰の影
響を受けて経営が危機的状況にある交通事業者に対し、燃料高騰分
を支援することで、事業の継続を支援します。
②交付金
③◎バス事業者
路線バス大型　29,099km（走行）/5km（燃費）×34.2円（値上分）×4台
＝　 796,149円
路線バス中小　51,609km（走行）/6km（燃費）×34.2円（値上分）×16
台＝4,706,741円
貸切バス大型　 3,984km（走行）/5km（燃費）×34.2円（値上分）×1台
＝27,251円
貸切バス中小2,262km（走行）/6km（燃料）×34.2円（値上分）×2台＝
25,787円
路線バス中小型　596km（走行）/6km（燃費）×34.2円（値上分）×1台
＝3,397円
貸切バス大型　2,576km（走行）/5km（燃費）×34.2円（値上分）×5台
＝88,099円
貸切バス大型　5,896km（走行）/6km（燃費）×34.2円（値上分）×3台
＝100,822円
路線バス事業者２社合計　5,748,246円≒5,749,000円
◎タクシー事業者7社　A15,204円×29台＝440,916円、B30,407円×
22台＝668,954円　A+B＝1,109,870円≒1,110,000円
◎代行事業者　6社　26台　8,688円×26台＝225,884円≒226,000円
④市内交通事業者

－ － － － R4.11 R5.3 支援対象：市内交通事業者15社 HP,広報紙 R4補正（地）

39 単 ○ 重点交付金

コンビニ交付
サービスによ
る証明書交付
手数料減額事
業

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○
③消費下支え等
を通じた生活者

支援
1,335 1,335 1,335

①マイナンバーカードを利用して各種証明書を発行することができるコ
ンビニ交付サービスにおける各種証明書発行手数料の半額を減額
し、コロナ禍での物価高騰の影響を受けている利用者の負担を軽減す
る。
②手数料
③発行手数料減免分300円の半額150円×5,000枚＝750,000円
　コンビニ発行にかかる手数料117円×5,000枚＝585,000円
④証明書をコンビニ交付で請求する市民

－ － － － R5.1 R5.3 コンビニ交付証明書発行枚数： 5,000
枚

HP,広報紙 R4補正（地）


